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都市計画運用指針改正（新旧対照表）

（ ）Ⅲ－１ 都市計画の意義

改 正 後 現 行

Ⅲ－１ 都市計画の意義 Ⅲ－１ 都市計画の意義

都市計画は、都市内の限られた土地資源を 都市計画は、都市内の限られた土地資源を

有効に配分し、建築敷地、基盤施設用地、緑 有効に配分し、建築敷地、基盤施設用地、緑

地・自然環境を適正に配置することにより、 地・自然環境を適正に配置することにより、

農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で 農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で

文化的な都市生活及び機能的な都市活動を確 文化的な都市生活及び機能的な都市活動を確

保しようとするものである。 保しようとするものである。

このためには、様々な利用が競合し、他の このためには、様々な利用が競合し、他の

土地の利用との間でお互いに影響を及ぼしあ 土地の利用との間でお互いに影響を及ぼしあ

うという性格を有する土地について、その合 うという性格を有する土地について、その合

理的な利用が図られるよう一定の制限を課す 理的な利用が図られるよう一定の制限を課す

る必要があるが、都市計画はその根拠として る必要があるが、都市計画はその根拠として

適正な手続に裏打ちされた公共性のある計画 適正な手続に裏打ちされた公共性のある計画

として機能を果たすものである。 として機能を果たすものである。

従って、都市計画は制限を通じて都市全体 従って、都市計画は制限を通じて都市全体

の土地の利用を総合的・一体的観点から適正 の土地の利用を総合的・一体的観点から適正

に配分することを確保するための計画であり、 に配分することを確保するための計画であり、

土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事 土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事

業に関する計画を定めることを通じて都市の 業に関する計画を定めることを通じて都市の

あり方を決定する性格をもつものといえる。 あり方を決定する性格をもつものといえる。

安定・成熟した都市型社会にあっては、全 安定・成熟した都市型社会にあっては、全

ての都市がこれまでのような人口増を前提と ての都市がこれまでのような人口増を前提と

した都市づくりを目指す状況ではなくなって した都市づくりを目指す状況ではなくなって

きており、都市の状況に応じて既成市街地の きており、都市の状況に応じて既成市街地の

再構築等により、都市構造の再編に取り組む 再構築等により、都市構造の再編に取り組む

必要があるが、その取組においては他の都市 必要があるが、その取組においては他の都市

との競争という視点に立った個性的な都市づ との競争という視点に立った個性的な都市づ

くりへの要請の高まりに応えていかなければ くりへの要請の高まりに応えていかなければ

ならない。さらには、幅広く環境負荷の軽減、 ならない。さらには、幅広く環境負荷の軽減、

防災性の向上、バリアフリー化、良好な景観 防災性の向上、バリアフリー化、良好な景観

の保全・形成、歩いて暮らせるまちづくり等、 の保全・形成、歩いて暮らせるまちづくり等、

都市が抱える各種の課題にも対応していく必 都市が抱える各種の課題にも対応していく必

要性が高まってこよう。このため、各地方公 要性が高まってこよう。このため、各地方公

共団体にあっては地域の実情を十分踏まえつ 共団体にあっては地域の実情を十分踏まえつ

つ、これまで以上に都市計画を積極的に活用 つ、これまで以上に都市計画を積極的に活用

することが求められる。 することが求められる。

また、都市計画の対象は、住民に身近な市 また、都市計画の対象は、住民に身近な市
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街地環境の整備又は保持に関連する事項から、 街地環境の整備又は保持に関連する事項から、

広域的な観点に立って計画又は調整されるべ 広域的な観点に立って計画又は調整されるべ

き事項まで多様な性格を有しており、都市計 き事項まで多様な性格を有しており、都市計

画は、これらの多様な計画がそれぞれの役割 画は、これらの多様な計画がそれぞれの役割

を的確に担いつつ、一体として総合的に機能 を的確に担いつつ、一体として総合的に機能

するものでなければならない。これらの多様 するものでなければならない。これらの多様

な都市計画は、その性格に応じ決定主体が都 な都市計画は、その性格に応じ決定主体が都

道府県又は市町村に区分されており、市町村 道府県又は市町村に区分されており、市町村

が決定する都市計画については、都道府県知 が決定する都市計画については、都道府県知

事の協議 の手続が設けられている。 事の協議 の手続が設けられている。都市又は同意 同意

都市計画の決定又は変更に当たっては、当該 計画の決定又は変更に当たっては、当該手続

手続等を通じて、地域の主体性と広域的な整 等を通じて、地域の主体性と広域的な整合性

合性の両者を確保することが必要であり、こ の両者を確保することが必要であり、このた

のため、都道府県又は市町村が都市計画制度 め、都道府県又は市町村が都市計画制度上の

上のそれぞれの役割を適切に認識して対応す それぞれの役割を適切に認識して対応するこ

ることが重要である。即ち、都市計画の決定 とが重要である。即ち、都市計画の決定又は

又は変更に当たっては、市町村や住民等の主 変更に当たっては、市町村や住民等の主体的

体的判断ができる限り尊重される必要がある 判断ができる限り尊重される必要があるとと

とともに、併せて、都道府県が一の市町村の もに、併せて、都道府県が一の市町村の区域

区域を超える広域的な見地から適切な判断を を超える広域的な見地から適切な判断を行う

行うことが必要である。 ことが必要である。


